
3. 茨城中部地区
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3.1 現地調査
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３．１ 現地調査 
（１） 調査実施日 

平成３０年１０月 ４日 
 

（２） 調査箇所 茨城中部地区 
茨城県東茨城郡茨城町 

 
（３） 調査内容 

 

１） 全般 

   ・近隣に営業店舗、民家はない 

  

２） 調査箇所① 施工箇所 

 

 

 ・大雨による湛水被害が多い場所であり、水位上昇に伴う対策を施す必要がある。 

 ・全体的に軟弱地盤であり、施工機械・資材の搬入路を確保する必要がる。 
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3.2 仮設計画及び施工計画に係る課題と留意点の整理
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３．２ 仮設計画及び施工計画に係る課題と留意点の整理

（１）概要 

国営緊急農地再編整備事業の茨城中部地区内の、小堤団地において、揚水機場の

建設工事が予定されている。建設する機場地点の土質は、軟弱地盤で被圧水位が高

い。また、地形上、流域からの排水が集中するため、年に数回湛水被害を生じてい

る。 

これらの条件を踏まえた排水対策及び軟弱地盤対策における、仮設計画及び施工

計画に係る課題と留意点を整理する。 

（２）現場の諸条件 

建設する機場地点の土質は、地表から約

17mまで軟弱地盤(Ac 層・Ap層)であり、その

下層には、層厚 4m 程度の砂・礫質土層(Ags

層)、層厚 12m 程度の粘性土層(Dc 層)、層厚

5m 程度の砂質土層(Ds 層)、N 値が 30 以上の

支持層と判断できる砂礫層(Dgs 層)・砂質土

層(Ds層)の地盤構成となっている。液状化の

対象となる砂質土層は確認されていないが、

被圧地下水位があり、中間の Ags 層で TP＋

1.00m程度の水位、最下の Dgs層で TP＋2.20m

程度の水位となっている。 

（３）問題点 

・被圧地下水位が高い（但し、地表面より 2.0ｍ以下）地点における、中掘り工法採用

時の留意点

・中間砂礫層を支持層とする場合の留意点

・施工手順に対する指摘事項
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イ．中間砂礫層下層への検討

中間砂礫層の Ags（深度 22m）下の Dc1層への影響を検討し、支障無ければこの

中間層を支持層とすることが可能である。（Ⅳ下部構造編 P405）検討は、検討地盤

に生じる応力度と、支持力に対する安全性で確認した。 

よって、中間砂礫層を支持地盤とすることは可能であり、最下端層を支持地盤と

するよりも杭長が短くなり経済性、施工性が良くなることから中間砂礫層を支持

地盤とする。 

ウ．工法決定

中掘り工法とプレボーリング工法を比較し、経済的な工法を採用する。

プレボーリング工法は、掘削径が中掘り工法よりも一回り大きく、後から沈埋

するため施工上のリスクは少ない。しかし、工程が増えることや掘削残土量が増

え産廃費の増加となることから、一般的に中掘り工法の方が経済的である。 

 本施設である機場下部工においても、下表に示すとおり傾向は同様であり、中

掘り工法の方が経済的である。 

以上のことから、中掘り工法を採用する。 

機場下部工 杭基礎工法比較表

中掘り工法 プレボーリング工法 備考

材料費 8,544,000 8,544,000
φ800PHC B種 7m×16本
φ800PHC A種 9m×16本

18,274,500 22,079,500

(100％) (121％)

2,041,500 3,190,500 中掘り工法        =136.1m3

(100％) (156％) プレボーリング工法=212.7m3

28,860,000 33,814,000

(100％) (117％)

判定 採用

工事費

合計工事費

残土処理費

検討地盤に作用する応力度 検討地盤の許容応力度
長期

支持力
Ra

長期
応力度

σ

有効
上載圧
σz

作用する
応力度
σ＋σz

Ｎ値
粘着力

Ｃ

内部
摩擦角

φ
Ｎc

幅
Ｂ

Ｎr Ｎq
長期許容
応力度

qa

(kN) (kN/m2) (kN/m2) (kN/m2) (kN) (kN/m2) (度) (m) (kN/m2)

800 1165 110.4 15.4 125.8 800 10 62.5 0 5.10 0.80 0.00 1.00 167.7

杭径φ 杭径φ

検討地盤の判定
作用する
応力度
σ＋σz

長期許容
応力度

qa
判定

(kN/m2) (kN/m2)

800 125.8 167.7 可能

125.8≦167.7であり、安全である。

杭径φ
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当初計画案に対し、現地調査委員会の下記の助言が得られた。 

・本機場の下流側にある排水機場の施工記録を確認して、設計・計画に反映するこ

と。

・基礎杭について、１ｍの嵩上げでは被圧水位低下の効果は無く、中堀り工法は施

工上のリスクが高いので、回転杭工法等他の工法と比較検討をすること。

・中間支持層が薄層なので、支持力の考え方を整理すること。

②変更計画案

ア．杭打工法

土質条件から選定される杭基礎工法は下表のとおりである。

一般的に安価で候補となる工法は、打込み杭工法、中掘り杭工法、プレボーリン

グ工法である。 

本施工地点では被圧地下水があることから、候補となる工法は、打込み杭工法、

回転杭工法である。 

以上から、工法候補選定としては、 

・打込み杭工法

・中掘り杭工法

・回転杭工法

の３工法にて比較検討し選定するものとした。 
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打込み杭工法、中掘り杭工法、回転杭工法を比較し、経済的な工法を採用する。 

結果は下表のとおり、打込み杭工法が最も経済的であり、これを採用する。 

イ．中間砂礫層の支持層検討

中間砂礫層(Ags)が支持層として支障ないか検討する。

杭基礎設計便覧 P433 より、有効層厚比 H/Dが 3以上あればよく、未満の場合は

支持力を低減することとなる。 

  杭先端標高=TP-18.25m   中間砂礫層=TP-21.26m 

  有効層厚Ｈ =3.01m   杭径=0.80m 

  H/D=3.01／0.80＝3.76  ≧3 ok 

杭先端が薄層 N 値の高い場所となるよう、有効層厚比が 3 以上となるように調

整した。 

- 39 -



 

ウ．中間砂礫層下位層の検討 

 中間砂礫層(Ags)下の洪積第 1 粘土層(Dc1)への影響を検討し、支障無ければこ

の中間層を支持層とすることが可能である。（Ⅳ下部構造編 P405） 

 検討は、検討地盤に生じる応力度と、支持力に対する安全性を確認した。 

  杭有効面積Ａ=7.00×11.30=79.10 m2 (群杭と考える） 

  機場全荷重Ｗ=11700 kN 

  杭先端位置での長期鉛直荷重強度ｑ=11700／79.10=147.91 kN/m2 

  有効層厚Ｈ  =3.00 m 

  下位粘土層への有効面積Ａ‘(分散角度 30°) 

   ={2×(3.00×tan30°)＋7.00} × {2×(3.00×tan30°)＋11.30} 

   =       10.46        ×      21.76 

   =227.61 m2 

  下層に作用する地中鉛直応力ｑ‘ 

   ｑ‘=ｑ／(Ａ‘／Ａ）＝147.91／(227.61／79.10) 

     =51.40 kN/m2 

  下層の長期支持力 qa 

   ｑa＝1/3・（ic･α･ｃ･Nc＋ir･β･γ1･B･η･Nr＋iq･γ2･Df・Nq） 

     =1/3×（1×1.096×62.5×5.1 ＋ 0.404×7.0×10.46×0 

      ＋1×7.0×(1.90-(-21.26))×1.0） 

     =1/3×(349.35＋0＋162.12） 

     =170.49 kN/m2 

  よって 群杭として下層に作用する地中鉛直応力ｑ‘よりも、下層の長期支持

力 qaの方が大きく、安全性は確保される。 

          ｑ‘   ≦   qa 

          51.40 ≦  170.49  ok 
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（５）土質調査結果 

現地調査委員会に下記の助言が得られた。 

・土質定数に含水比の資料を追加すること。また、粘着力等の算出根拠を明確にす

ること。

上記の意見を踏まえ、合同委員会では 

・Ac2層は含水比が 130％程度と、高含水比の軟弱層である。施工時に地下水低下工

法等で地下水位を変化させると排水による圧密沈下がおこり、周りに影響を及ぼ

す可能性がある。

・試験を実施している土層はその試験値を使用し、実施していない土層は道路土工-

擁壁工指針の c=8Nより算定した。

・中間支持層下位層(Dc1層)の検討では、qu=12.5N、c=qu/2の関係式から c=6.25N

が成り立つため、この式を用いて安全設計とした。

の検討結果を示した。 

（合同委員会助言） 

・含水比が高い土質条件なので、地下水位低下工法を行った場合の圧密沈下につい

ても検討すること。

（６）中層混合改良範囲 

現地調査委員会に下記の助言が得られた。 

・中層混合改良の範囲を再検討すること。

上記の意見を踏まえ、合同委員会では 

・改良範囲を車両の通行及び旋回を考慮した範囲とした。

これにより 3500m2→1400m2とした。
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